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みの日系国際児の出生数をみると、1９8７年に
は、10, 0２２人で、国内出生総数の0.７％だった
が、２005年には、２1, 8７3人となり、２0年弱の間
に、２倍以上に増え、国内出生総数に占める
割合も２.1%（48人に１人）になった３）。
　ところで、海外に目を向けると、1９９２年
には、７, 104人の日本人の子ども（両親とも
日本人の子どもおよび親の一方が外国人の
日系国際児）が海外で生れているが、その

＜問題＞

　近年、日系国際児１）の増加が著しい。日本
国内外の日本人の出生総数（日本国内およ
び海外で出生した日本人の合計）に占める
日系国際児（日本国内および海外で出生し
た日系国際児の合計）の割合は、1９９２年には、
1.8%だったが、年々増加し、２005年には、２.９
%（約34人に１人）になった２）。日本国内の
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得（あるいは、二言語習得）に対する周囲の
好意的態度、そして、５）親の子どもの言語
習得状況についての把握と言語習得に対する
明確な姿勢をあげている（鈴木、1９９6）。
　それでは、海外の他の地域（国）の日系国
際児の場合はどうであろうか。インドネシア
の補習校に在籍する日系国際児の言語・文化
習得について見られたような傾向（上記）は、
他の国で補習校に通学している日系国際児に
も見られるのであろうか。
　本稿では、海外各地の補習校に在籍する日
系国際児の言語と文化、特に、補習校で国際
児たちと身近に接している講師が、日系国際
児の日本語・日本文化やその習得についてど
のように把握しているか、また、海外在住の
日系国際児の日本語・日本文化の習得に関連
してどのような支援が必要であると考えてい
るかを明らかにする。

＜方法＞

（１）調査協力者：補習校10校（アジア３校、
中南米１校、ヨーロッパ６校）の講師56人

（女性51人、男性５人）。回収率は58.９%だっ
た。

（２）調査期間：２001年６月から1２月。
（３）調査方法：アジア地域、中南米地域、ヨー

ロッパ地域の日系国際児が多く在籍してい
ると推定される補習校15校に「国際児の日
本語・日本文化習得についてのアンケート
用紙」を郵送し、記入後、一括して返送し
てもらった８）９）。アンケートは、日系国際
児の日本語・日本文化に関する質問（６項
目）、調査協力者の属性に関する質問、感
想、連絡先（任意）からなる。本稿では、
日系国際児の日本語・日本文化に関する質
問のうち、「国際児の日本語・日本文化習

うち、3, 633人（51.1%）が日系国際児だっ
た。その後、海外の日系国際児数は年々増
加し、２005年には、９, 406人で、海外出生日
本人総数13, 64７人の７割近くを占めるよう
になった。1９９3年ごろまでは、日本人の父
親と外国人の母親をもつ日系国際児が、父
親が外国人で母親が日本人の国際児の出
生数よりも多かったが、1９９4年以降は逆転
し、後者の比率が高くなっている。２005年
においては、父親が日本人で母親が外国人の
国際児が3７.1％、父親が外国人で母親が日
本人の国際児は6２.９％で、外国人の父親と
日本人の母親をもつ国際児の出生数が多
い４）５）。今後、海外で出生する日系国際児の
さらなる増加が推察される。また、海外在住
の学齢期の日系国際児も増加しつつある６）。
　国際児の言語や文化の習得に着目し、1９９0
年代の初頭より、日系国際児の増加が著しい
インドネシアのバリ島で継続的なフィールド
調査を実施している鈴木（２001）は、日本語
補習授業校７）（以下、補習校）における参与
観察や講師を対象とした聞き取り調査に基づ
き、日系国際児の言語・文化について、１）
インドネシア語・インドネシア文化の優勢性

（発達とともに顕著になる）、２）日本語の読
み書きの難しさ（特に、漢字）、３）日本語学
習の継続困難（現地校との両立の難しさ、学
習意欲の喪失、親のサポートの必要性）、そ
して、４）インドネシア人としての社会化と
一生を通じての“日本的なもの”や日本への
関心の保持を指摘している。また、国際児の
日本語・日本文化の習得を促進する条件とし
て、１）日本への一時帰国体験（体験入学を
含む）、２）日本人の親の積極的な日本語使
用（家庭での日本語使用）、３）日本語の保持、
促進への継続的な努力の維持、４）日本語習
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１．調査協力者の属性

　調査協力者（回答者）の国籍は全員が日本
であり、９1％が女性である。年齢は、２0代が
11人（２0％）、30代が２4人（4２％）、40代が14
人（２5％）、50代が６人（11％）、60歳以上が
１人（２％）である。30代が最も多く、次いで、
40代、２0代であり、50代以上は少ない（13%）。
出生地は、東北２人（４%）、甲信越１人（２
%）、関東（東京を含む）２0人（36%）、東海・
中部1２人（２1%）、関西10人（1７%）、四国３
人（５%）、山陰１人（２%）、九州・沖縄６
人（11%）、外国１人（２%）である。補習
校講師としての経験年数は、１年未満が1２人

（２２％）、１年から５年未満が18人（3２％）、５
年から10年未満が２0人（36％）、10年以上２0
年未満が３人（５％）、２0年以上が３人（５％）
である（最低経験年数は２ヶ月、最高経験年
数は２２年である）。すなわち、５年から10年
未満（36％）が最も多く、次が、１年から５
年未満（3２％）であり、両者を合計すると約
７割になる。現地での滞在期間は、１年未満
１人（２%）、１年から３年未満６人（11%）、
３年から５年未満10人（1７.5%）、５年から７
年未満９人（16%）、７年から10年未満10人

（1７.5%）、10年以上２0人（36%）で、最長は4７
年である。滞在期間が10年以上が約３分の１
を占め最も多く、３年未満の人は少ない。日
本の学校での教師の経験がある人は２２人（約
40％）、ない人が31人（約55％）、未記入が１
人で、経験のない人が過半数を占めている。
日本への帰国予定については、ある人が1２人

（２1%）、ない人が3７人（66%）、未定５人（９%）、
未記入２人で、将来的に日本への帰国を予定
していない人が目立つ。講師のなかには、滞
在国の人と国際結婚をしているため、永住予
定の人が多いことが推察される。また、補習

得の状況」および「日本語・日本文化習得
への支援」に関する質問項目を取り上げ
る。具体的には、１）国際児の日本語・日
本文化習得に関して：①「国際児の日本語
習得状況（話す、聴く、読む、書く）につ
いて、お気づきの点をお書きください。特
に、どのような点が、日本の年齢相応の子
どもと違うとお考えでしょうか」、②「国
際児の日本文化習得状況について、お気づ
きの点をお書きください。特に、どのよう
な点が、日本の年齢相応の子どもと違うと
お考えでしょうか」、２）日本語・日本文化
習得への支援に関して：「国際児の日本語・
日本文化習得を考えるとき、日本からどの
ような支援が必要と思われますか」である。
また、調査協力者の属性には、性別、現在
の国籍、年齢、出生地、補習校での講師経
験年数、滞在年数、日本の学校での教師経
験の有無、帰国予定の有無、国際児が在籍
するクラスの講師経験の有無、担当のクラ
ス・学年、日系国際児の数、などが含まれ
ている。なお、無記名のアンケート調査で
あり、記入者の属性以外は、すべて自由記
述式である。分析については、ＫＪ法に準
じた方法を用いた。

＜結果と考察＞

　調査協力者の属性、および、日系国際児の
日本語習得状況（年齢相応の日本の子どもと
の相違点を含む）、日系国際児の日本文化習
得状況（年齢相応の日本人の子どもとの相違
点を含む）、海外在住の日系国際児の日本語・
日本文化習得のための支援についての結果を
提示し考察する。
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た人の７8％に当たる。具体的には、「保護者（父
親と母親）のどちらが日本人かの問題ではな
く、常に家庭学習に協力してくれている保護
者の児童は、日本語能力に関係なく、習得し
ていく」、「２．３歳の時から、日本語が母語
の保護者が意識して日本語のみを使用してい
る家庭の国際児は、話す、聴くについて、大
変優れている。しかし、読む、書くについて
はよほど家族の信念がない限り、日本の教科
書についていくことは難しい」、「家庭でどの
程度日本語を使っているかによってかなり個
人差があると思う。日本人の親が日本語では
なしかけることを徹底している家庭の子は聞
く、話すことについてはかなり習得できてい
る。読む、書くことについては、それ以上に
親が手をかけることが必要なようだ」、「家庭
で日本人の親が、日本語をどの程度重要と考
えているかが、子供の日本語能力に反映され
ている」などである。補習校は週１～２回（各
２～３時間）程度の授業しかない学校なので、
日本語習得については、鈴木（１９９６）などに
よっても指摘されているように、親がさらに
手をかけること（家庭学習）が重要である。
③「日常的な会話（話す・聞く）には問題ない」
は３割の講師があげていた。また、④「読み
書きに問題がある」も４分の１の講師によっ
てあげられている。③と④からは、日系国際

校において、日系国際児が在籍するクラスを
担当した経験のある人5２人（９3%）、ない人
が４人（７%）で、国際児を担当した経験の
ある講師が９割以上である。

₂．日系国際児の日本語および日本文化の習

得 － 講師の視点から

　補習校の講師が、日系国際児の日本語およ
び日本文化の習得状況についてどのように理
解しているかを明らかにするため、日本語習
得と日本文化習得にわけて、結果を整理し提
示し、考察する。

（１）日系国際児の日本語習得状について

　「国際児の日本語習得状況（話す、聴く、
読む、書く）について、お気づきの点をお書
きください」に対する回答（重複回答）をカ
テゴリーごとに整理すると表１のようになる。

　①「個人差が大きいので一概に言えない」
が一番多く、過半数の人があげていた。日系
国際児の日本語習得の程度はさまざまであり、
国際児自身のもつ条件（例：滞在期間、家庭
環境、出生順位）によって異なることが言及
された。次に多かったのは②「保護者の協力・
家庭学習によって異なる」だが、これらの２4
人全員が①もあげていた。これは、①をあげ

表1　日系国際児の日本語習得

日本語習得状況（重複回答） 人数注

①個人差が大きいので、一概に言えない ３１人（５５％）
②保護者の協力・家庭学習によって異なる ２４人（４３％）
③日常的な会話（話す・聞く）には問題ない １７人（３０％）
④読み書きに問題がある １４人（２５％）
⑤文法・敬語などが難しい ６人（１１％）
⑥聞くのに比べ話すのが難しい ６人（１１％）
その他 ８人（１４％）
注：（　）内は各回答が調査協力者数（５６人）に占める割合
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の不足・表現方法に関する知識の不足（例：
言い回しに欠ける、母語を直訳した表現）」（６
人）、「敬語の理解不足」（３人）、「文法の理解
不足（例：助詞の使い方）」（２人）などであ
る。後者については、「日本語の総合的な言語
力・理解力が低い（例：どの分野も平均的で
はない、理解できる範囲が限られる）」（５人）、

「読む・書くことが劣る」（６人）、「話すこと
（例：すべてを日本語で話せない）」（３人）
などである。また、約２割は、「学習環境の違
い」、つまり、日本語に接する時間や量の少
なさ、日本語を使用する機会の少なさをあげ
ていた。また、「漢字が身につかない」こと
に言及している講師もいた。ところで、「日
本語には不足している部分もあるが、意見を
主張したり、自由な発想ができる」（14％）
のように、日系国際児の肯定的な面を強調し
ている講師もいた。

児が、話し言葉よりも、読み書きに問題をもっ
ていることがわかる。日本語の読み書きの難
しさ（特に、漢字）については、鈴木（２001）
も言及している。そのほか、「文法・敬語な
どが難しい」「聞くのに比べ話すのが難しい」
もそれぞれ約１割の講師によってあげられた。
　それでは、日系国際児は、日本語習得に関
して、同年齢の日本人の子どもとどこか違う
のだろうか。
　「特に、どのような点が、日本の年齢相応
の子どもと違うとお考えでしょうか」につい
ての回答を整理したものが表２である。

　最も多かったのは、日本語の「語彙の不足」
であり、４割以上の講師があげていた。
　次に多かったのは、「表現力、文法、敬語等
が不十分」（２７％）および「総合的（話す、聞く、
読む、書く）な言語力・理解力」（２5％）だった。
前者の内容をさらに詳しくみると、「表現力

表₃　日系国際児の日本文化習得
日本文化習得状況（重複回答） 人数 注

①日本文化を理解していない・日本文化習得は難しい ２６人（４６%）
②家族・家庭環境が重要 ２２人（３９％）
③季節の行事を一般的な知識レベルとして知っている １６人（２９％）
④一時帰国、日本滞在経験・体験入学が重要 １１人（２０％）
その他 ９人（１６％）
未記入 ２人（４％）
注：（　）内は各回答が調査協力者数（５６人）に占める割合

表₂　日本語について、日系国際児と年齢相応の日本人の子どもとの相違点

日本の年齢相応の子どもと国際児の相違点（重複回答） 人数 注

①語彙量の不足 ２４人（４３％）
②表現力、文法、敬語等の不十分さ １５人（２７％）
③総合的（話す・聞く・読む・書く）な言語力・理解力 １４人（２５％）
④学習環境の違い １１人（２０％）
⑤日本語には不足している部分があるが、意見を主張したり、自由な発想ができる ８人（１４％）
⑥漢字が身につかない ７人（１３％）
その他 １４人（２５％）
未記入 ２人（４％）
注：（　）内は各回答が調査協力者数（５６人）に占める割合
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「家族・家庭環境が重要」だった、日本文化
の習得の際には、家庭環境が重要であり、家
庭での日本文化・習慣等への関心（日本をど
の程度重視しているか）や日本人の親の態度
によって、日系国際児の日本文化の習得が影
響されることがわかる。なお、家庭環境の重
要性は、すでに述べた日本語習得の際にも、
上位にあがっている。すなわち、日系国際児
の日本語や日本文化の習得については、たと
え補習校に在籍していても、家庭環境の果た
す役割が非常大きいと言えるだろう。
　また、２割の講師からは、④「一時帰国・
日本滞在経験・体験入学が重要」であること
があげられた。日本文化への関心や習得の程
度は、日本への渡航の頻度や滞在期間の長さ、
日本の学校への入学体験によって影響される

（鈴木、1９９6）。一時帰国等によって、日々の
生活の中で、日本文化に実際に触れることに
よって（現在いる場所の重要性）、国際児た
ちの日本文化への理解が深まり、日本文化へ
の興味が促進される。箕浦（1９8９）は、文化
の習得に関連して、子どもはどこにいても住
んでいる場所が「本住まい」であること、ま
た、鈴木・藤原（1９９4）は居住地の重要性に
ついて指摘している。したがって、日本にお
ける実際の生活体験は、日系国際児の日本文
化習得に大きな役割を担うことになる。

　さらに日系国際児の日本文化習得について、
「特に、どのような点が、日本の年齢相応の
子どもと違うとお考えでしょうか」という質
問に対しての回答を示したものが表４である。

　主な回答は、「日本文化の知識がない・知
らない」（30%）と「行動、感覚、態度の違
い」（２5％）だった。前者は、伝統行事や生

（₂）日系国際児の日本文化習得状況につい

て

　「国際児の日本文化習得状況について、お
気づきの点をお書きください」という質問に
対する回答を整理すると表３のようになる。

　「日本文化」が広範な意味を含んでいるた
め、「日本文化」をどうとらえるかによって
回答が分かれた。①「日本文化を理解してい
ない・日本文化習得は難しい」という回答が
最も多く、46％だった。具体的には、「文化習
得は難しい・関心がない」（14人）、「歴史を
知らない」（３人）、「季節感の理解がむずか
しい」（２人）などである。これらの人たち
は、「日本文化」を習慣や季節の行事以上の
ものととらえており、日系国際児は、知識の
範囲の「日本文化」にとどまり、それ以上関
心がないとしている。日系国際児は、異なる
文化のなかで生活しているので、日本の文化
や風習、考え方に触れる機会が少なので、し
たがって、日本文化を習得することが難しい
ことを示している。それに対して、日本文化
を、現在の日本文化（例：漫画）、習慣、伝統、
季節の行事についての一般的な知識とらえた
人たちは、③「季節の行事を一般的な知識と
して知っている」（約30％）と回答している。
その際、「食文化はよく浸透している」とい
う回答も目立った。すなわち、日系国際児た
ちは、季節の行事などについての一般的な知
識はもっているが、実感として日本文化を理
解してはいないことが推察される。しかしな
がら、今回の調査では、「日本文化」の意味が
曖昧だったため、今後の調査の際には、「日
本文化」が何を指しているかを明確にする必
要性がある。
　約４割の講師によってあげられたのが、②
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援が必要であると考えているだろうか。
　「国際児の日本語・日本文化習得を考える
とき日本からどのような支援が必要と思われ
ますか」という問いに対する回答は表５のよ
うに整理できる。

　約９1％の講師が回答している（未記入５人）。
自由記述の内容は、「教材の援助」（２９人：5２
%）、「日本における国際児の受け入れ体制」

（16人：２９％）、「教材・施設等への経済的援
助」６人（11％）、「日本からの専門家による
日本文化の講演等」（３人：５％）、「日本語で
交流できる場の設定」（３人：５％）、その他（11
人：２0％）である。ここでは、比較的多くの
講師によってあげられた「教材の援助」と「日
本における国際児の受け入れ体制」について
次にとりあげる。
　まず、「教材の援助」については、「教科書

活様式を知らなかったり、たとえ、知ってい
ても、知識としてとらえているという意味で
ある。たとえば、「行事について日程や内容
を把握していても、その意味については知ら
ない・関心がない」、「日本の歴史や地理につ
いても知識が乏しい」などという回答である。
後者は、「感覚が違う」や「意思を言う」に
代表される回答である。また、「比較できない・
かわりない・わからない」（13%）という回
答もあった。

₃．日系国際児の日本語・日本文化理解への

支援

　海外在住の日系国際児の日本語習得や日本
文化習得の状況ついて、補習校の講師がどの
ように理解しているかを把握した。それでは、
補習校講師は、海外在住の日系国際児の日本
語・日本文化の習得に関連してどのような支

　　表₅　日系国際児の日本語・日本文化習得のために、日本から

　　必要な支援　　　　　　　　　　　　　　　　　

日本から必要な支援の内容（重複回答） 人数 注

教材の援助 ２９人（５２%）
日本における国際児の受け入れ体制 １６人（２９％）
教材・施設等への経済的援助 ６人（１１％）
日本からの専門家による日本文化の講演等 ３人（５％）
日本語で交流できる場の設定 ３人（５％）
その他 １１人（２０％）
未記入 ５人（９％）
注：（　）内は各回答が調査協力者数（５６人）に占める割合

表₄　日本文化習得について、日本の年齢相応の子どもと

日系国際児の相違点　　　　　　　　　　　

日本の年齢相応の子どもとの相違点（重複回答） 人数 注

日本文化の知識がない・知らない １７人（３０％）
感覚、態度、動作・行動が違う １４人（２５％）
比較できない・かわりない・わからない ７人（１３％）
その他 １２人（２１％）
未記入 ８人（１４％）
注：（　）内は各回答が調査協力者数（５６人）に占める割合
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言葉・文化に触れことが大切であり、夏休み
を利用した体験入学や交換留学等への支援が
必要であるという意見が目立った。また、体
験入学については、「国際児、または国際児
の両親が、希望する場合、日本の小学校へい
つでも体験入学、編入ができるシステム。現
在は、個別に学校にあたっているので、オー
プンとはいえない。情報も少ない」（ヨーロッ
パ地域講師）という意見に代表される。
　さらに、「その他」に分類された記述のい
くつかについて提示する。「日本政府は本気
でこの問題に取り組んでいると思えないし、
取り組む気もない。補習校など、とお茶をに
ごすような形式で、いったい義務教育児童・
生徒をどうするつもりなのか。国際児に限ら
ず海外に住む児童・生徒は教育を受ける権利
がないと言うばかりです」（アジア地域講師）、

「長期滞在者子弟だけでなく、国際児・永住
者子弟にも、文化交流枠か何かで援助してほ
しい。この子供たちは、将来日本にとって非
常に重要な橋渡し役となるでしょう。そんな
時、日本政府からは何もしてもらっていない、
でいいのでしょうか」（ヨーロッパ地域講師）、

「国際化の進む現代において、将来日本と外
国との両方を知り、掛け橋となりうる貴重
な人材として、日本に帰国するか否かを問わ
ず、育成に対する精神的・経済的な援助も必
要」（ヨーロッパ地域講師）、「一番の理想は日
本人学校の設立」（アジア地域講師）、「画一的
な考え方を押しつけるのではなく、補習校は
日本人学校と全く違うものであるという意識
をもってほしい。支援する側も、補習校を理
解しようと思って欲しい。物であれ、人であ
れ、どのような支援でも、日本側も補習校か
ら何かを学ぼうという意識をもってほしい。」

（ヨーロッパ講師）などである。

以外の教材（視聴覚教材、問題集、ドリル、
など）」や「子ども用の図書等」をあげた人
が最も多かった（２７人）。教材としては、特
に、日本文化・歴史などに関するビデオ等の
視聴覚教材への要望が強かった。また、「最
新の教材が欲しい」（４人）と答えた人もいた。
さらに、「外国語としての日本語習得のため
の子ども向けの教材等の開発。大部分の教材
はある年齢以上の留学生のためだったり、子
ども向けは簡単すぎるものが多い」（アジア
地域講師）、「日本語がほとんどできない国際
児と永住者の子弟のための小学生用の教材開
発」（ヨーロッパ地域講師）のように“教材
開発への要望”もあがっていた。
　次に、「日本における国際児の受け入れ体
制」に関しては、「興味をもつ子どもに対し
て日本の学校で学べるチャンスがあるとい
いと思う」（アジア地域講師）、「日本の学校、
地域で積極的に受け入れ体制をつくって欲し
い」（ヨーロッパ地域講師）、「日本生活体験
の門口を広くして欲しい」（中南米地域講師）、

「日本が彼らに（国際児）とって誇れる国で
あること、好きな国であることが日本語学習
の動機付けを与える上で最も大切。また、日
本に行った時、友好的に受入れられたか、友
達ができたかも子どもにとっては非常に重要
な鍵となる」（ヨーロッパ地域講師）という
意見が特徴的だった。また、具体的な内容の
回答も多かった。たとえば、「夏休みの期間
中の国際児を対象としたサマースクル」、「日
本の学校との交流や文通」（２人）、「日本の
ホームステイを気楽にできるような受入れ体
制」、「国際児のための（交換）留学制度」（５人）、

「日本の学校における体験入学受け入れ体制」
（３人）である。特に、その国の言葉や文化
を学ぶためには現地に滞在し、直接その国の
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習得について、日系国際児と年齢相応の日
本人の子どもとの相違点としては、「日本
文化についての知識がない」（約３割）、「感
覚、態度、動作・行動の違い」（約１／４）があ
げられた。

３．日本文化習得に大きな影響を及ぼす要因
として、「家族・家庭環境」（約４割）と「（日
本への）一時帰国・日本滞在経験・体験入学」

（約２割）があげられた。特に、日本文化
に限らず、日本語の習得に関しても、たと
え国際児が補習校に在籍していても、家庭
環境の果たす役割が非常大きいことが指摘
された。また、通常は現地語・文化のなか
で生活する国際児にとって、日本語や日本
文化が「生きる現場」となる機会が多いほ
ど、日本語・日本文化習得が促進されるこ
とが示唆された。

４．日系国際児の日本語・日本文化習得に
関して、鈴木（1９９6、２001など）が、イン
ドネシア在住の日系国際児について指摘し
ているような傾向のうちのいくつかが、他
の地域の日系国際児の場合にも見出された。
すなわち、日本語の読み書きの難しさ（特
に、漢字）、家庭環境の重要性（日本語・
日本文化習得に対する日本人の親の積極的
な態度など）、日本への一時帰国体験（体
験入学を含む）の必要性である。

５．日系国際児の日本語習得や日本文化習得
に必要な支援として、海外の補習校講師の
過半数が「教材の援助」、約３割が「日本
における国際児の受け入れ体制」をあげて
いた。また、日本と外国との両方を知る日
系国際児を、将来、掛け橋となりうる貴重
な人材として育成するための精神的・経済
的な援助の必要性もあげられた１０）。

　本研究では、補習校講師へのアンケート調

＜まとめと今後の課題＞

　本稿では、補習校で国際児たちと身近に接
している講師が、日系国際児の日本語・日本
文化やその習得についてどのように把握して
いるか、また、海外在住の日系国際児の日本
語・日本文化の習得に関連してどのような支
援が必要であると考えているかを明らかにす
るために、海外の補習校の講師を対象に郵送
法によるアンケート調査を実施したところ、
補習校10校（アジア３校、中南米１校、ヨー
ロッパ６校）の講師56人（女性51人、男性５
人）から回答が得られた。主な結果をまとめ
ると次のようになる。

１．日系国際児の日本語習得については、過
半数が「個人差が大きい」と述べていたが、
そのうちの約3/4が「保護者の協力・家庭学
習によって異なる」ことに言及していた。
また、日本語の「話す・聞く」に比べ、「読
み・書き」、特に「漢字」の習得が難しい
ことがあげられた。さらに、日本語習得に
関連して、日系国際児と年齢相応の日本人
の子どもの相違点については、「語彙量の
不足」（約44％）が最も多く、次いで、「文法、
敬語等の理解の不十分さ」（約２8％）、「学
習環境の違い」（約２0％）があげられた。

２．日系国際児の日本文化習得については、
約３割が「季節の行事等を一般的な知識レ
ベルとしては知っている」、また、半数弱
が「日本文化を理解していない・日本文化
習得は難しい」と答えている。日本文化習
得については、国際児は、限られた範囲の
日本文化（例：季節の行事）を知識として
は知っていても、日本文化を理解し、身に
つけることは難しいようだった。日本文化
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７） 義務教育年齢の海外在住日本人の子どもの教

育を目的とする海外学校（小学校・中学校）には、

日本人学校と日本語補習授業校の２種類がある。

前者は、主に日本からの派遣教員によって、日本

国内と同等の教育をおこなう全日制の学校、後

者は、主に現地採用の講師によって、週１- ２回、

国語や算数のみの授業をおこなう補助的な学校で

ある。

８） アメリカおよびオーストラリア・ニュージーラ

ンドについては、次年度に調査を実施したが、い

くつかの事情により、本稿には含めていない。ま

た、保護者用と講師用を同時に送付し、回収した

が、前者の結果については、別の機会に報告する。

各補習校の講師の数を事前に把握することは不可

能だったため、学校の規模によって、５～２0人分

を送付した。

９） 回答のあった補習校における全児童・生徒数に

対する日系国際児が占める割合は、約９0％を最高

（１校）に、80％台１校、60％台１校、50％台２

校、40％台３校、最低が約２７％（１校）、未回答

１校だった。

10） 日本語・日本文化習得に関する、海外在住

の日系国際児への支援については、鈴木（２001、

２004）も参照されたい。
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厚生労働省　各年　人口動態統計
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鈴木一代・藤原喜悦　1９９4　国際家族の子どもの教

査を通して、日系国際児の日本語・日本文化
習得の傾向やその支援について概観したが、
今後、今回は取り上げられなかったそのほか
の質問項目の分析ともに、日本語習得や文化
習得についてさらに詳細に検討していく必要
があるだろう。また、日本語・日本文化習得
に関して、海外在住の日系国際児の共通点や
地域による相違点を明確にすることも重要で
あろう。さらに、日系国際児の日本語・日本
文化習得をどのようにサポートしていったら
よいかを具体的に示していかなければならな
いだろう。

＜注＞
１） 「国際児（intercultural children）」は、「国籍と

民族が異なる男女の間に生まれた子ども」（鈴木、

２004）である。また、日系国際児は。両親のどち

らかが日本人である国際児をさす。

２） 1９９２年の国内外における日本人の出生総数は

1‚２16‚0９3人で、その内、日系国際児は２1‚403人だっ

たが、２005年においては、日本人の出生総数は

1‚0７6‚1７７人、内31‚２７９人が日系国際児だった。

３） 日本国内の日系国際児数の統計（人口動態調

査）は1９8７年に開始された。

４） 以上、厚生労働省人口動態統計。

５） 日本国内では、父親が日本人で母親が外国人の

日系国際児が多い（約６割）。

６） 月刊「海外子女教育」（海外子女教育振興財団）

の海外校シリーズの補習授業校についての記事等

からも、世界各地の補習授業校における国際児

の増加が推察される。また、「海外子女教育３月

号」（２005）の調査によると、「保護者のいずれか、

またはいずれもが日本国籍でないと考えられる子

ども」が、日本人学校で平均14％、補習校で平均

36％いる。その多くは日系国際児であると考えら

れるので、海外における学齢期の日系国際児の増

加が推察される。（特集「多様化するニーズ－日

本人学校・補習授業校の新しい課題」、p. ６）



― 113 ―

日系国際児の日本語・日本文化習得とその支援

育についての考え方　東和大学紀要, ２0, 183

­1９4.

＜補足＞
　本稿は、国際教育センター（旧海外子女教育セン

ター）の「言語間適応プロジェクト」（代表：杉田洋）

において実施された、筆者担当のアンケート調査結

果の一部である．また、本稿は、異文化間教育学会

第２4回大会（２003年、信州大学）で発表された内容

に修正を加えたものである。本調査に、ご協力いた

だいた補習校および講師の方々にこころから感謝い

たします。


